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Ⅰ．はじめに

近年，企業経営における情報化が進展するな

かで，物流・ロジスティクス1）分野の情報化は

遅れている。経済産業省（2008）では，企業に

おける 2007 年度以降の情報化への企業の取組

み予定について調査を行っている。情報システ

ム全般としては，「新規システム構築の予定が

ある」「システム再構築の予定がある」とする

回答は 56.8％（これに「関心がある」を加える

と 78.0％）である。しかし９つの業務領域別2）

の回答をみると，「物流」では，18.9％（同

39.2％）と低水準にあり，その他を除く８業務

領域のうち回答割合は,「関心がある」を含む

か否かにかかわらず６番目である。

本稿の目的は，企業における物流・ロジスティ

クスの情報化（以下，LI）において，その対象

となる主要な経営課題への貢献の状況を明らか

にし，LIの遅れの理由を考察することである。

このために，木村（2006）において，ロジスティ

クスのアウトソーシング（以下，LO）に用い

たもの3）と同様なモデルを用い分析を行う。そ

のうえで LIにおける経営課題への貢献の状況

を，LOにおけるものと比較することにより考

察を進めていく。

なお本稿では，LI で対象となる主要な経営

課題への貢献について，木村（2006）と同様に，

製造業大企業4）を分析対象とし，アンケート調

査で得られたデータと，これらを加工したデー

タおよび，各回答企業の調査時点からみた直近

期の決算による在庫回転率のデータを用い作成

した共分散構造モデルによって，主に分析を行っ

ている。ただ LIの貢献の分析においては，Ⅳ-

１で述べるように，木村（2006）におけるモデ

ルの直接の適用からは，有意なモデルが得られ

なかったため，モデルを一部変更して分析を実

施した。このため，LI の貢献と比較する LO

の貢献状況も，木村（2006）の分析結果そのま

まではなく，LI への適用のために変更したモ

デルで再度分析を行った結果を提示している。

経済学研究 58－4
北海道大学 2009．３

1）物流とロジスティクスには概念的な相違がある
が，本稿では厳密な区別をせず用いる。これは
一般には両者は厳密な区別をせずに用いている
場合が多く，本稿がアンケートに基づく実証分
析を主体としているためである。
2）９領域は，財務・会計，人事・給与，開発設計，
調達，生産・サービス，物流，販売，カスタマー
サポート，その他。
3）競争優位の LOにおける経路分析モデル（図５，
p.67）。

ロジスティクスの情報化の経営課題への貢献
──ロジスティクスのアウトソーシングとの比較──

木 村 達 也

4）大企業を中小企業の規模を超える企業とすると，
中小企業基本法第２条第１項で製造業における
中小企業は，「資本金の額又は出資の総額が３億
円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が
300 人以下の会社および個人」とされており，こ
れを超えるものとして捉えられる。本稿および
木村（2006）で分析に用いたアンケートでは，
東京証券取引所１，２部およびジャスダック市
場への上場企業を対象に含む（木村（2006）で
は対象そのもの）。東京証券取引所１，２部およ
びジャスダック証券取引所の上場基準から，上
場企業のなかに中小企業基本法の基準による中
小企業が存在する可能性があるが，本稿では上
場企業は大企業として扱う。



Ⅱ．アンケート調査の概要

１．LIの分析に用いたアンケート調査

LI の分析に用いたアンケート調査は，2008

年１月 15 日から２月 14 日にかけ実施した。対

象は，東京証券取引所１，２部，ジャスダック

証券取引所に上場する製造業企業 1,433 社

（2007 年 11 月末時点）および，これらの市場

に未上場の従業員数 300 名以上の製造業企業

1,557 社の計 3,000 社である5）。調査は，物流・

ロジスティクス部門長への郵送法により実施し，

216 社から有効回答を得た（有効回答率 7.2％）。

１.１ 調査項目

調査票では，まず経営課題や競合他社に対す

る優位性を，次に製品，製造工程について尋ね

た。さらに物流・ロジスティクスについての経

営者の関心・組織・能力を，続いて情報化の状

況を尋ねた。そして最後に購買先・販売先に関

する設問を行い，全体で 24 項目の調査票を設

定した。設問の多くは，「劣っている」から

「優れている」など５段階のスケールから回答

を選択する形式となっており，例として分析に

回答結果を多く用いている Q3 を示す（図１）。

なお，Ⅳ章で示す分析モデルに使用した多く

の設問は，Ⅱ－２で概要を述べる LOの分析に

用いたアンケートにおける設問と同様なものを

設定し，その結果を使用している。

１.２サンプルの特徴

調査対象企業の母集団6）と有効回答企業のう
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図１ LIにおけるアンケート調査票の設問例

5）製造業の区分は㈱日経リサーチ（東京都千代田
区）の区分により，未上場企業の調査対象企業
は，同社のデータベースに登録された従業員数
300 名以上の未上場企業 1,956 社から無作為抽出
したもの。

6）東京証券取引所１，２部，ジャスダック証券取
引所に未上場の従業員数 300 名以上の製造業企
業の調査対象企業の母集団については，平成 18
年事業所･企業統計調査による従業員 300 名以上
の製造業企業（業種別）から 2007 年 11 月末時
点の東京証券取引所１，２部，ジャスダック証
券取引所への上場企業（同）を除いたものとし
た。



ち回答を分析に用いた企業7）について業種別の

割合を比較すると，個別業種の構成比は両者で

相違する。しかし調査対象企業の母集団と，有

効回答企業のうち回答を分析に用いた企業の業

種構成8）にχ2検定を行うと，棄却域５％で有意

な差は認められない9）。

２．LOの分析に用いたアンケート調査

LOの分析に用いたアンケート調査は，早稲

田大学ＩＴ戦略研究所と富士通総研が共同で，

2003 年 11 月 18 日から 04 年１月 16 日にかけ

て行った。対象は東京証券取引所１，２部，ジャ

スダック市場に上場する製造業 1,388 社（03 年

11 月７日時点）で，物流・ロジスティクス担

当部門長への郵送法により実施し，186 社から

有効回答を得た（有効回答率 13.4％）。

２.１調査項目

調査票では，LI の分析に用いたアンケート

調査と同様，まず経営課題や競合他社に対する

優位性を，次に製品，製造工程について尋ねて

いる。その後，物流・ロジスティクスについて

の経営者の関心・組織・能力について設問して

いる。さらに LOの委託元企業の内部組織のあ

り方，委託元企業と委託先企業間のアウトソー

シングの事前および事後のやりとりに関する事

項などについて設問し，全体で 34 項目の調査

票を設定した。設問の多くは，LIにおけるア

ンケート調査と同様，「劣っている」から「優

れている」など５段階のスケールから回答を選

択する形式となっている。設問の具体例として

は，Q４が LIのアンケート調査票の例として

図１に示した Q3 と同様なものとなっている。

２.２ サンプルの特徴

調査対象企業の母集団と有効回答企業のうち

回答を分析に用いた企業10）について業種別の割

合を比較すると，個別業種の構成比は両者で相

違する。しかし調査対象企業の母集団と，有効

回答企業のうち回答を分析に用いた企業の業種

構成11）にχ2検定を行うと，棄却域５％で有意

な差は認められない12）。

Ⅲ．分析のフレームワーク

１．貢献対象となる主要な経営課題

Ⅱ-２に示した木村（2006）において実施し

たアンケート調査結果による LOの貢献が大き

い３経営課題は，コストの削減，商品・サービ

スの質の向上，業務効率・生産性の向上であっ

た。この結果と，全日本トラック協会（2000）

によるアンケート結果から，木村（2006）の分
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7）全有効回答企業を分析に用いていないのは，有
効回答にはすべての設問に解答していないもの
も含まれ，また有効回答企業には決算データを
利用できないものが含まれるためである。すな
わち，分析に回答を用いた企業は，有効回答企
業から，分析に使用した設問への回答が欠落し
ているものおよび決算データに基づく在庫回転
率を利用できないものを除いたものである。
8）未上場企業の回答企業の業種は，㈱東京商工リ
サーチ（東京都港区）によって提供されている
企業データベース tsr-van2 に登録されている業
種によった。
9）日本経済新聞株式相場覧の業種分類（15 分類）で
χ２値は 9.5588 と，自由度 14 の分布の棄却域５
％での臨界点 23.6848 を下回っている。

10）全有効回答企業を分析に用いていない理由は，LI
における分析について脚注７で述べたものと同
様である。

11）業種区分は，㈱東京商工リサーチ（東京都港区）
による日本標準産業分類（平成５年 10 月改定）
の中分類での業種区分により，同社のデータベー
スから，03 年 11 月７日時点で抽出した結果に基
づく。

12）日本標準産業分類（平成５年 10 月改定）の中分
類（22 分類）におけるχ２値は 23.7121 と，自由度
21 の分布の棄却域５％での臨界点 32.6795 を下
回っている。また，LIのアンケートと LOのア
ンケートの母集団の業種区分数（χ２検定の自由
度）が異なるのは，母集団の抽出が，LIは㈱日
経リサーチ（東京都千代田区）により，LOは㈱
東京商工リサーチ（東京都港区）によるため，
東証１，２部，ジャスダックへの上場企業の業
種区分が異なるためである。



析モデルにおいて，LOにより対象となる主要

な経営課題は，①コストの削減，②在庫の削減，

③顧客サービス水準の向上 と判断された。

本稿の LIの分析のために行ったアンケート調

査では，LIの経営課題への貢献について，木

村（2006）のアンケートにおける LOの経営課

題への貢献と同様な設問を行っている。この設

問への回答結果による LIの貢献が大きい３経

営課題は，LOでの結果と全く同様，コストの

削減，商品・サービスの質の向上，業務効率・

生産性の向上であった。ここで業務効率・生産

性の向上をその一部である在庫の削減とすると，

主要な対象となる経営課題は，LI においても

LOと同様，①コストの削減，②在庫の削減，

③顧客サービス水準の向上 と設定される。

２．分析モデルのフレームワーク

本稿で使用するモデルのフレームワークを概

念図で示すと，図２のようになる。ここで LI

はモデルにおける変数名，ロジスティクス ICT

の高度化と表示している。また LOについては，

木村（2006）では，LOのうちで，その実施に

より経営課題に貢献するものを分析対象として

いるため競争優位の LOと表示している（LO

には，実施しても経営課題への貢献がないもの

もあると考えられる）。

モデルにおいて，対象となる主要な経営課題

に対し貢献する経路は，直接効果と間接効果を

想定している。直接効果とは LI もしくは LO

による直接的な経営課題への影響である。図２

では，「ロジスティクス ICTの高度化」あるい

は「競争優位の LO」から，経営課題の「在庫

回転率」，「コスト競争力」，「顧客サービス水準」

（各々，在庫の削減，コストの削減，顧客サー

ビス水準の向上のモデルにおける変数名）への

矢印で示される。直接効果には，例えば LIに

より在庫状況の一元把握が可能となることに伴

う，倉庫での荷役時間短縮による物流コストの

削減がある。また直接効果には，図２において

「ロジスティクスの ICT の高度化」あるいは

「競争優位の LO」から在庫回転率を経由し，

コスト競争力に至る矢印で示されている効果も

含む。これは在庫回転率の変化は，原材料在庫

の変動にともなう調達コストの変動や，在庫保

管コスト，在庫管理コストといった物流コスト

の変動を引き起こすと考えられるからである。

これに対し間接効果とは，LI もしくは LO

が企業内（LOでは委託元企業内）の業務構造

の変化を通じて経営課題に与える間接的な影響

である。モデルでは，企業内の業務構造を表す

変数（企業内構造変数）として，①サプライチェー

ンに注文を反映させるポイントである「デカッ

プリング・ポイント（DP）の位置」，②生産計

画，販売計画など諸計画の最も短い計画期間で

ある「最小計画期間」，③原材料の調達から製

品を顧客に納品するまでの期間である「スルー

プットタイム」 を採用している。間接効果

は，図２では例えば，「ロジスティクスの ICT

の高度化」あるいは「競争優位の LO」から企

業内構造変数に向かう矢印と，これら企業内構

造変数から経営課題に向かう矢印の２本のセッ

トとして表される。

３．SCM，LI と競争優位の LO との概念上の

関係

前節でみた分析モデルのフレームワークは，

秋川（2004）で，サプライチェーン・マネジメ

ント（SCM）に関して提示されたものを，LIおよ

び競争優位の LOに適用したものである。したがっ

て本節では，この適用の妥当性について述べる。
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図２ 分析モデルのフレームワーク

注１）図中の図形等は共分散構造分析モデルで使用するものとは異なる。

注２）矢印は，矢元から矢先への寄与を示す。



米国のサプライチェーン・マネジメント・プ

ロフェッショナル協議会 （CSCMP：The

Council of Supply Chain Management Pro-

fessionals）の定義によると，SCMは「企業

内，企業横断的な需給管理の統合」であり，ロ

ジスティクスマネジメント（LM）は，「SCM

の一部で，原材料の産出地点と製品の消費地点

間の財・サービス及び関連情報の効率的な双方

向のフローと保管を，計画，実施，統制するこ

と」である13）。したがって，LMは SCMの一

部であり，さらに LIは LMの活動の１形態と

して捉えることができるため，これらの関係は

図３のように示される。

また LOは LMの全体または一部をアウトソー

シングすることであるから，図３に示したとお

り LMの一部となる。さらに，競争優位の LO

は，LOには競争優位を高めないものもあると

みられるため LOの一部となる。

このように，LIと競争優位の LOはともに，

SCM の一部に位置付けられるため，SCM に

関して提示された分析モデルのフレームワーク

をこれらに適用し，分析を行うことは無理のな

いものと考えられる。

Ⅳ．モデルによる分析結果

１．LIに関する分析結果

LI に関する分析結果は，図４に示している

とおりである14）。このモデルは木村（2006）の

競争優位の LOにおける経路分析モデルにおい

て，競争優位の LOをロジスティクス ICTの

高度化に置き換えたもので，他の部分はほとん

ど同様な構造15）をしている。ただ，競争優位の

LOをロジスティクス ICTの高度化に置き換え

ただけでは有意な分析結果が得られなかったた
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図３ SCM，LIと競争優位の LOの関係の概念図

出典：木村（2006）図４に加筆

13）CSCMPホームページによる。CSCMPによる
定義の原文は，SCM が“Supply chain man-
agement encompasses the planning and man-
agement of all activities involved in sourcing
and procurement, conversion, and all logis-
tics management activities. Importantly, it
also includes coordination and collaboration
with channel partners, which can be suppli-
ers, intermediaries, third party service provid-
ers, and customers. In essence, supply chain
management integrates supply and demand
management within and across companies.”
であり， LM が“Logistics management is
that part of supply chain management that
plans, implements, and controls the efficient,
effective forward and reverses flow and stor-
age of goods, services and related informa-
tion between the point of origin and the
point of consumption in order to meet cus-
tomers' requirements.”である。

14）間接効果の経路が，図４では図２のフレームワー
クと異なっているが，これはモデルの策定にあ
たって，まず図２に示したすべての間接効果の
経路を想定したモデルを作成したが，モデル全
体の適合性がないと判断されたためである。図
４のモデルは，間接経路数を減少させたモデル
を順次作成し，経路数が同じモデルでは，経路
及びモデル全体の有意性の高いモデルを選択し
た結果策定されたものである。
図４に示したモデルにおいて，モデル全体の評
価は，以下から適合性が高いと判断される。ま
ずχ2検定における P値（有意確率）は 0.396 と，
有意水準を５％とした場合にモデルに適合性が
ないとされる 0.05 を下回っておらず，モデルの
適合性は棄却されない。GFIは 0.913 と一般にモ
デルとして採用される基準である 0.9 を上回る水
準にあり，AGFI も 0.842 と GFI に比べて大き
く低下していない。また１に近いほど良いモデ
ルと判断される CFI は 0.987 で， RMSEA は
0.023 と一般に当てはまりが良いとされる 0.05 以
下の水準となっている。

15）図２の分析モデルのフレームワークにおける最
小計画期間と，スループットタイムのモデル上
の変数についても，木村（2006）と同様に各々，
生産計画最小期間，製造リードタイムを用いて
いる。



め，潜在変数のコスト競争力を操作化する変数

に，アンケートの Q3（b）物流コストの回答を

加えている。すなわち，木村（2006）における

モデルで，コスト競争力の操作化に用いた変数

は，製造コストと調達コストの２変数であった

が，これらに物流コストを加え３変数としてい

る16）。ロジスティクス ICT の高度化も潜在変

数であるため，その操作化に３変数を用いてい

る。それらは，いずれもアンケート結果に基づ

くもので，①Q11（c）の回答による物流・ロジ

スティクス業務における情報システム導入につ

いての有無，②「Q10 での平均的な物流事業者

と比較した能力について，（d）物流コスト分析

と（e）物流情報システム設計・開発への回答

（（d），（e）共に６選択肢からの回答）の和」と

「Q13 の電子商取引の利用の程度への回答（６

選択肢からの回答）」の積，③Q18 による過去

３年間における物流・ロジスティクス関連投資

の有無の回答 である。

分析の結果，主要な経営課題への貢献経路の

うち 10％未満で有意となったものは，コスト

競争力に対する直接効果（有意水準10％）とDP

の位置経由の在庫回転率への効果（効果を構成

するパスが，10％有意と５％有意）であった。

２．競争優位の LOに関する分析結果

競争優位の LOの関する分析結果は，図５に

示しているとおりである17）。主要な経営課題へ
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16）モデルの識別性を保つため潜在変数「コスト競
争力」と観測変数「製造コスト」間のパス係数
および，潜在変数「顧客サービス水準」と「受
注－納品リードタイム」間のパス係数は１に固
定している。

図４ LIによる主要な経営課題への貢献に関するモデルの分析結果

17）間接効果の経路が，図５では図２の概念図と異
なっているが，この理由は注 14 で図４について
述べたものと同様である。
図５に示したモデルにおいて，モデル全体の評
価は，以下から適合性が高いと判断される。ま
ずχ2検定における P値（有意確率）は 0.751 と，
有意水準を５％とした場合にモデルに適合性が
ないとされる 0.05 を下回っておらず，モデルの
適合性は棄却されない。GFIは 0.926 と一般にモ
デルとして採用される基準である 0.9 を上回る水
準にあり，AGFI も 0.883 と GFI に比べて大き
く低下していない。また１に近いほど良いモデ
ルと判断される CFI は 1.000 で， RMSEA は
0.000 と一般に当てはまりが良いとされる 0.05 以
下の水準となっている。
また，モデルの識別性を保つため潜在変数「コ
スト競争力」と観測変数「製造コスト」間のパ
ス係数および，潜在変数「顧客サービス水準」
と「受注－納品リードタイム」間のパス係数は
１に固定している。



の貢献の経路のうち 10％未満で有意となった

ものは，コスト競争力への直接効果（有意水準

５％）と，スループットタイム経由の在庫回転

率への効果（効果を構成する２本のパスがとも

に１％有意）であった。

３．LIと競争優位の LOによる主要な経営課題

への貢献の比較

主要な経営課題への貢献について，１節でみ

た LI によるものと，２節でみた競争優位の

LOによるものの比較を容易にするため，各効

果の貢献についての標準化係数と有意性を表１

にまとめている。

表１には一番左にロジスティクス ICT の高

度化と競争優位の LOにおける３つの主要な経

営課題である在庫の削減，コストの削減，顧客

サービス水準の向上について，各々のモデルに

おける変数である，在庫回転率，コスト競争力，

顧客サービス水準が示してあり，その右にそれ

らの経営課題に貢献する効果について設定した

経路を示している。例えば在庫回転率では，直

接効果の経路と，間接効果ではＤＰの位置の変

化を通じた経路とスループットタイムの変化を

通じた経路が記載されている。

LIでは，コスト競争力における直接効果と，

DPの位置経由の間接効果が有意となっている。

競争優位の LOでは，コスト競争力における直
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図５ 競争優位の LOによる主要な経営課題への貢献に関するモデルの分析結果

表１ LI と競争優位の LOによる主要な経営課題へ
の貢献の比較

ロジスティクス

ICTの高度化
競争優位の LO

在庫回転率

直接効果 -0.206 0.097

ＤＰの位置経由 -0.053*, ** -0.041

スループットタイム経由 0.070 0.082***, ***

コスト競争力

直接効果 0.412* 0.294**

在庫回転率経由 0.007 0.003

ＤＰの位置経由 ----- -0.023

スループットタイム経由 -0.039 -----

顧客サービス

水準

直接効果 0.113 0.052

ＤＰの位置経由 -0.045 -----

生産計画最小期間経由 0.051 0.021

注１）標準化係数を表示。

注２）***, **, *は各々１％，５％，10％有意を示す。複数あるものはロジ
スティクス ICTの高度化/競争優位のＬＯから各経営課題に至る順
に複数のパスの有意水準を示し，１番目のものがロジスティクス

ICTの高度化/競争優位のＬＯから出るパスに関するもの，２番目
のものが経営課題に至るパスに関するものである。



接効果のほか，スループットタイム経由の在庫

回転率への間接効果が有意となっている。

ただLIで有意となった間接効果の係数の符号

はマイナスであり，LIの進展が経営課題にマイ

ナスの効果を及ぼしていることを示しており，

経営課題達成へプラスの貢献をする経路ではな

い。したがってLIにおいて経営課題達成にプラ

スの貢献をするのは，コスト競争力に関する直

接経路のみである。

Ⅴ．考察と今後の研究課題

Ⅳ章３におけるモデルの分析結果から明らか

になったように，LI による主要な経営課題へ

のプラスの貢献があるものは，直接効果による

コスト競争力に関するものだけであり，LOに

みられるような間接経路によるプラスの効果を

持たない。この結果と，近年の研究において，

企業経営の一般的な（物流・ロジスティクス分

野に限らない）情報化が効果を持つための重要

性が指摘されている組織能力を考え合わせると，

企業の情報化のなかで LIが遅れている理由が

推定できる。

企業経営における一般的な情報化に関する組

織能力の重要性は，平野（2008）で「組織 IQ」

として，また篠崎（2008）で人材面，業務・組織

面での「仕組み」として，さらに金・宮川

（2008）で「組織資本」として指摘されている。

これらのうち，篠崎（2008）は，篠崎（2007）の研

究結果をベースにしたものである。篠崎（2007）

では，情報処理実態調査の個票データをもとに，

人材面での対応や組織改革など経営改革への取

組みが情報化の効果の増大に重要な役割を果た

していることが示されている。

この篠崎（2007）の結果を，本稿の LIによる

主要な経営課題への貢献の分析結果と結びつけ

ると，前章のモデルで LIが主要な経営課題に

対しプラスの間接効果を持たないことは，LI

に伴う人材面，業務・組織面での「仕組み」の

変革が不十分なためと考えられる。これは，社

外に物流・ロジスティクス関連業務を委託する

競争優位の LO，すなわち主に社外の資源・活

動を用いる業務遂行方法の変更においてさえ，

企業内（LOの委託元である企業内）の業務構

造の変化を通じた経営課題へのプラスの貢献が

みられるからである。しかし LOに比べ，自社

内で完結できることが多いとみられる LIでは，

企業内の業務構造の変化を通じたプラスの経営

課題への貢献がみられない。この原因は，LI

に伴う人材面，業務・組織面での「仕組み」の

変革が不十分なためと推察できる18）。そして人

材面，業務・組織面での「仕組み」の変革によ

りプラスの間接効果を持つことが，LIの主要

な経営課題への貢献の増大に重要であり，この

変革が不十分なことが，企業経営における LI

へのモティベーションを低下させ，その結果と

して LIが遅れているものとみられる19）。

今後の研究課題は，本稿で LIの遅れの原因

として推定された，LI に伴う人材面，業務・

組織面での「仕組み」の変革が不十分であるこ

とに関するものである。企業が利潤最大化を目

指すならば，LIによる経営課題への貢献は，

コストが不変ならば利潤を増大させるとみられ

るため，企業はその増大を図ることになる。し
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18）LIにおいてDPの位置経由の在庫回転率への間接
経路が，経営課題に対し有意にマイナスの効果
を持つ理由も，LIに伴う人材面，業務，組織面
での「仕組み」が不十分なための可能性がある。
すなわちLIに伴う「仕組み」の変革が不十分な
ために，LIの進展がむしろ業務上の非効率を増
している可能性がある。

19）この結果は，木村・峰滝（2008）の分析とも整合
性を持つ。木村・峰滝（2008）では，一般的な情
報化における組織能力の重要性を指摘した研究
のうち平野（2008）のフレームワークを用い，LI
と組織 IQとの関係について分析した。その結果，
LIが競合他社への競争優位を高めるのは，①組
織 IQとの交互作用が無い場合には，物流コスト
においてのみであること，②組織 IQとの交互作
用がある場合には，製造コストや受注ロットの
大きさなどサプライチェーンの広範囲で競争優
位を高めること が示された。このことから，
LIの遅れは，組織 IQとの交互作用が不十分な
ことにあると推定された。



かし，貢献を増大させるための「仕組み」の変

革が実際には不十分とみられるのはなぜか，

「仕組み」の変革のコストが経営課題への貢献

増大による収入増加を上回る高さにあることに

よるのか，あるいは組織における意思決定に問

題があることによるのかなど，その原因を明ら

かにして行きたい。
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